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【付属資料①】   水需要予測算定フロー図及び予測図 
 

 

 

 

：実績値

：計画値

：推計方法

凡　　　例

行政区域内人口

一日平均給水量

行政区域内人口

給水区域内人口

専用水道 給水
区 域 内 人 口

給水区域外人口

給水区域内人口

専用水道給水
区 域 内 人 口

給水区域外人口

給 水 人 口

未給水人口

給水普及率

給 水 人 口

給水普及率

無 収 水 量

有 収 水 量

生活用水量

業務・営業
用 水 量

工場用水量

その他水量

生 活 用 水
原 単 位

無 効 水 量

有 収 率
・ 有 効 率

負 荷 率

一日最大給水量

生 活 用 水
原 単 位

有 収 水 量

生活用水量

業務・営業
用 水 量

工場用水量

その他水量

過去の推移を考慮した
時系列傾向分析等

　　　　　による推計

過去の推移を考慮した計画値＋開発計画等による新規水需要

・給水人口＝給水区域内人口×給水普及率

・給水普及率＝給水人口÷給水区域内人口

・生活用水原単位＝生活用水量÷給水人口

・有収率＝有収水量÷一日平均給水量
・有効率＝有効水量÷一日平均給水量

・負荷率＝一日平均給水量÷一日最大給水量

(有効水量＝有収水量
         ＋無収水量)

有 収 率 ・
有 効 率

負 荷 率

一日最大給水量

一日平均給水量

過去の推移を考慮した目標値設定

・一日最大給水量
　＝一日平均給水量÷負荷率

・一日平均給水量
　＝有収水量÷有収率

過去の推移を考慮した計画値推計

過去の推移を考慮した
計画値推計

過去の推移を考慮した
目標値設定

・生活用水量＝生活用水原単位×給水人口
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【付属資料②】   配水管工事共通仕様（使用材料）  
 

 

管路の耐震化に関する検討会報告書（平成 19 年 3 月）を引用 

 配水支管が備えるべき耐震性能 基幹管路が備えるべき耐震性能 

 対レベル１地震動 対レベル２地震動 

 個々に軽微な被害が生じても、その機能保持が可能であること 
個々に軽微な被害が生じても、 

その機能保持が可能であること 

管種・継手 φ20・25 φ40 φ50 φ75 φ100 φ150 φ200 φ250 φ300 φ350～900 

ダクタイル鋳鉄管（ＮＳ形継手） － － △ △ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ 

ダクタイル鋳鉄管（Ｋ形継手） － － △ △ ○B特 ○B特 ○B特 ○B特 ○B特 ○Ａ特 

ダクタイル鋳鉄管（Ａ形継手） － － △ △ △B特 △B特 △B特 △B特 △B特 × 

鋳鉄管 － － × × × × × × × × 

鋼管（溶接継手） － － － △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

配水用ポリエチレン管（融着継手） ◎ △ ◎ △ ◎ ◎ ○ △ △ △（複合管） 

水道用ポリエチレン二層管（冷間継手） △ △ △ － － － － － － － 

硬質塩化ビニル管（ＲＲロング継手） － － △ △ △ △ △ － － － 

硬質塩化ビニル管（ＲＲ継手） － △ △ △ △ △ △ △ △ － 

硬質塩化ビニル管（ＴＳ継手） × × × × × × × × × － 

 

◎ ：推奨（防府市水道局の判断）      ○ ：使用可      △ ：原則使用しない      × ：使用しない      － ：商品化していない 

 

Ａ特：離脱防止性能Ａ級特殊押輪      Ｂ特：離脱防止性能Ｂ級特殊押輪 

 

複合管：配水用ポリエチレン管（融着継手）を外鎧したもの 
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【付属資料③】   財政計画資料 

収益的収入の計画

19.719.819.920.120.220.320.520.3 20.1 19.7

0

5

10

15

20

25

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

年度（平成）

（億円）

その他

給水収益

 

収益的支出の計画

20.320.019.919.819.519.219.018.718.717.9

0

5

10

15

20

25

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

年度（平成）

（億円）

人件費 維持管理費 動力費・薬品費 減価償却費 支払利息 その他

 

資本的収入の計画

6.46.96.46.66.46.47.16.4 6.86.7

0

5

10

15

20

25

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

年度（平成）

（億円）

その他

企業債

 

資本的支出の計画

15.816.115.616.216.316.416.517.3

21.7

16.1

0

5

10

15

20

25

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

年度（平成）

（億円）

その他

企業債償還金

建設改良費
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水道の普及計画

114,363
117,214

94.493.8

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31
年度（平成）

人
口

（
人

）

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

普
及
率

（
％

）

行政区域内人口（人） 給水人口（人） 水道普及率（％）

 
※給水人口は専用水道を含む。 

企業債残高と自己資本構成比率の改善計画

105.2
110.6

51.4
54.2
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120.0

140.0
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企
業

債
残
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（
億

円

）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

自
己

資
本
構

成
比
率

（
％

）

企業債残高（億円）

自己資本構成比率（％）

 
 

有効率の向上計画

12,82413,378
93.5 95.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
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14,000

16,000
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有
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（
％
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年間総配水量（千㎥） 年間有効水量（千㎥） 有効率（％）
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【付属資料④】   被害想定 資料 
 

z 山口県地震被害想定調査報告書 
平成 20年 11月 17日政府地震調査委員会は、防府沖から大分県の国東半島北東沖ま

で走る「周防灘海底断層群主部」の活動を評価し発表しました。これによると、防府地域に

おいて今後 30 年の間にM7.6 程度の地震が発生する確率は 2～4％です。しかし、宇部沖

断層群（周防灘断層群）の評価報告書においては、活動間隔の信頼度は低いと表現され

ています。 
 

 地震発生確率

（10 年） 

地震発生確率 

（30 年） 
想定地震 

プレート間地震 

プレート内地震 

１０～２０％ 

１０％ 

５０～７０％ 

４０％ 

南海・東南海地震 

安芸灘～伊予灘地震 

－ ０～２％ 
岩国・菊川断層帯、中央構造線によ

る地震 

－ ２～４％ 周防灘海底断層群主部による地震 
内陸(地殻内) 

地震 

活動周期は約 9,000～21,000 年程度 大竹・菊川・大原湖断層系による地震 

 

 

 

 

  

z 被害率と断水率 
日本水道協会の「地震による水道管路の被害予測」（平成 10 年 11 月）では阪神淡路大

震災等の実績データを基に水道管路の被害予測式が提案されています。 これらから試算

し被害率と断水率の被害想定を試みました。 

 

Rm(α)＝Cp･Cd･Cg･Cl･R(α)  

Rm(α) ： 管路の被害率 

R(α) ： 標準被害率 

 補正係数 Cp ： 管種 

        Cd ： 管径 

        Cg ： 地形・地盤 

          C l ： 液状化の程度 

（試算例） 

α： 震動の最大加速度 500gal とする。 

 配水管被害率 ： 0.309(件/ｋｍ)  

JWRC耐震化指針解説（平成9年 5月）による被害想定 

 断水率 40％  
（配水管被害率と復旧開始時通水可能率の関係より） 
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【付属資料⑤】   地震対策の分類 
 

 

 
 
 
 
 
 

① 地震対策（基本方針） 

② 施設の耐震化対策 

③ 応急対策 

被害発生の抑制 

影響の最少化 

応急復旧の迅速化 

応急給水の充実 

水源施設の耐震化 

管路施設の耐震化 

給水装置の耐震化 

管路システムの耐震化 

弁の設置と操作 

二次災害の防止 

情報の収集と広報 

復旧の迅速化 

応援の受入れ体制 

運搬給水 

拠点給水 

仮設給水 

水道の耐震化計画等策定指針（平成20年3月）引用 

影響の最少化 

応急復旧の迅速化 

応急給水の充実 

水源施設の耐震化 

管路施設の耐震化 

給水装置の耐震化 

管路システムの耐震化 

弁の設置と操作 

二次災害の防止 

情報の収集と広報 

復旧の迅速化 

応援の受入体制 

運搬給水 

拠点給水 

仮設給水 
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【付属資料⑥】    災害対策マニュアル 
 

z 地震、水害等の各種危機管理マニュアルの充実 
現在、以下の防災関係の要綱が策定されています。これらは新たな知見による上位の防

災計画（県・市）との整合性を図りながら精査し充実させるものとします。 

 

防府市水道局防災対策要綱 （平成 15年 3月 1日制定） 

第１条 （目的） この要綱は、法令及び山口県地域防災計画・防府市地域防災計画・

防府市国民保護計画等の定めるところにより、被災市民の生活安定に必要不可欠な

飲料水の確保及び応急給水の実施とあらかじめ被災施設の応急対策・復旧活動につ

いて必要な事項を定め、迅速な復旧を実施することを目的とする。 

これらには以下のマニュアルが網羅されています。 

・ 風水害対策マニュアル 

・ 凍結災害対策マニュアル 

・ 地震対策マニュアル 

  

防府市水道局水質汚染事故対策要綱 （平成 15年 3月 1日制定） 

第１条 （目的） この要綱は、防府市水道局が供給する水道水（以下、「水道水」とい

う。）を原因として、市民の生命、健康の安全を脅かす事態が生じた場合、迅速、適確

に対応し、健康被害の発生予防及び被害の拡大防止等を図ることを目的とする。 

これらには以下の内容が網羅されています。 

・ 水質汚染事故の想定（第 4条関係） 

・ 水質検査緊急連絡体制 

・ 取水・給水停止マニュアル（第 6条関係） 

 

資料編として以下の内容が策定されています。 

災害対策マニュアル資料編<平成20年 9月改訂> 

①災害発生時連絡体制 

②災害時連絡先一覧 

③災害時支援協定締結業者一覧 

④日本水道協会県支部連絡先一覧 

⑤施設一覧（水源地、ポンプ所、配水池） 

⑥車両一覧 

⑦非常用工具、備品（工具袋、給水タンク、ポリ容器、給水袋） 

⑧非常体制配置図（対策本部等レイアウト） 

⑨停電時優先端末機 

⑩給水、修理受付票（修理伝票） 

⑪貯水槽台帳（水道情報map － 管理情報内 参照） 

⑫給水拠点（大道、富海、上右田） 

⑬臨時共用栓（戸田山、富海、上坂本、上河原、勝坂、大道木床） 

⑭拠点給水優先場所一覧（避難場所、救急告示・透析医療機関） 

⑮被害状況報告様式及び防災情報様式 

⑯防府市地域防災計画抜粋（共通） 

⑰防府市地域防災計画抜粋（風水害編） 

⑱防府市地域防災計画抜粋（地震編） 

⑲防府市国民保護計画抜粋 
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選出団体等 役職名（所属団体） 備　考

学識経験者
　山口大学 大学院
　　　理工学研究科 准教授 ≪座長≫

第1回

第2回～第4回

第5回

消費者団体
　防府市消費生活研究会
　　　会長

大口需要家
　協和発酵バイオ株式会社
　山口事業所 防府
　　　総務部 総務課長

商工会団体
　防府商工会議所
　　　女性会 会長

佐波川利水者団体
　防府土地改良区
  　　副理事長

経営指導者 　経営コンサルタント

まちづくり関係団体
　NPO 防府まちと住まいの
　　　アドバイザーセンター

年　度 回 数 日　程

第1回 平成20年9月25日

第2回 平成21年2月20日

第3回 平成21年9月15日

第4回 平成21年11月20日

第5回 平成22年2月24日

水野 愛子
ミ ズ ノ ア イ コ

山下 和明
ヤマシタ カズアキ

原田 洋介
ハ ラ ダ ヨウスケ

○防府市水道ビジョン有識者懇談会名簿

　防府市議会議員
  　　産業建設委員会 委員長

防府市議会

山田
ヤ マ ダ

 如
ニョセン

仙

樋口
ヒ グ チ

 隆哉
タ カ ヤ

氏　名

塩田
シ オ タ

 津
ツ

多子
タ コ

伊藤
イ ト ウ

 正弘
マサヒロ

平成21年度

平成20年度

○防府市水道ビジョン有識者懇談会開催経過

藤本
フジモト

 順
ノブ

子
コ

加藤
カ ト ウ

 敏郎
トシロウ

内　　　容

　水道事業説明、今後の進め方

　水道ビジョン（案）の説明、意見交換

　第2回の意見を反映させた水道ビジョン（案）
の変更点説明、意見交換

　第3回の意見を反映させた水道ビジョン（案）
の変更点説明、意見交換

　パブリックコメント実施に伴う水道ビジョン（案）
の変更点説明、意見交換、最終報告

属
サッカ

   宣
ノブ

義
ヨシ
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